
【職業実践専門課程認定後の公表様式】

昼夜

年

有

資格・検定名 種別 受験者数 合格者数

基本情報技術者試験 ③ 27人 21人

人 応用情報技術者試験 ③ 21人 5人
人 データベーススペシャリスト試験 ③ 2人 2人

C言語プログラミング能力認定試験2級 ③ 21人 21人
％

■卒業者に占める就職者の割合

％

（令和 4

3 名 4.2 ％

■中退防止・中退者支援のための取組

学生相談室の設置、郵送による保護者あて出席状況報告

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度：　　　　　有
  ＜学校独自の奨学金＞
    ・特別奨学生試験制度　　・経済的理由による修学支援奨学生制度
　＜学校独自の特待生制度＞
    ・資格や経歴による特待生制度　　　・スポーツ特待生制度
　＜授業料等減免制度＞
　　・東日本大震災・熊本地震・平成30年7月豪雨による学費減免制度
　＜その他の学費支援制度＞
　　・学費延納制度
■専門実践教育訓練給付：　　　　　非給付対象
※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価：　　　　　無

令和4年4月1日時点において、在学者70名（令和4年4月1日入学者を含む）
令和5年3月31日時点において、在学者67名（令和5年3月31日卒業者を含む）
■中途退学の主な理由

経済的理由・進路変更

就職等の
状況※２

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ
https://www.kyoto-kaikeihoritsu.ac.jp

■就職率　　　　　　　　： 100

令和5年5月1日 時点の情報）

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率

■就職指導内容
・業界研究・業種研究・自己分析・面接指導・新入生就職セミ
ナー　・進路決定のための就職、公務員ガイダンス・就職模
試・学内就職セミナー・就職出陣式
■卒業者数　　　　　　　： 36
■就職希望者数　　　　： 31

■主な就職先、業界等（令和4年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

■国家資格・検定/その他・民間検定等
ＮＴＴデータ関西、富士ソフト、プロシップ、システムディ、エスユーエス、日
本情報産業、テクノセブン、データマネジメント　など

（令和4年度卒業者に関する令和5年5月1日時点の情報）

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに該当する
か記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの

③その他（民間検定等）

■自由記述欄
（例）認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等

： 86.11%
■その他
・帰国者数：　　　　　　　　　　　1人

年度卒業者に関する

■就職者数　　　　　　　： 31 人

長期休み

■学年始：4月1日
■夏　 季：7月16日～8月31日
■冬　 季：12月16日～1月7日
■学年末：3月16日～4月1日

卒業・進級
条件

成績評価において合格した科目の授業時間数の合計が規
定の授業時間数に達すること

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

■課外活動の種類
■個別相談・指導等の対応 ゼミ旅行　球技大会　総合体育祭　スノーボード＆スキーツアー

硬式野球選手権大会　学内就職セミナー  合格祝賀会　就職出
陣式等

電話での対応および保護者との面談。保護者等との綿密な
連絡体制を図る。

■サークル活動： 有

学期制度
■前期：4月1日～9月30日
■後期：10月1日～3月31日

成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法
成績評価は秀・優・良・可・不可の5つに分け不可は不合格とします。成
績評価は期末試験、授業期間中に実施するテスト、出席などを総合して
判断します。

80人 61人 1人 7人 0人 7人

- -
単位時間

生徒総定員 生徒実員 留学生数（生徒実員の内 専任教員数 兼任教員数 総教員数

2 昼間
1720単位時間 987時間 3673時間 -

認定年月日 平成　26年　3月31　日

修業年限
全課程の修了に必要な
総授業時数又は総単位

数
講義 演習 実習 実験 実技

商業実務 商業実務専門課程 ITビジネス学科
平成19年文部科学省

告示第20号
-

学科の目的
学校教育法に定める専修学校制度の趣旨に則り、ソフトウェア開発の基礎技術や経理・事務に求められる商業実務に関する正しい知識と的
確な技能を授け、もって職業や実際生活に必要な能力を養成し教養を向上させることを目的とする。

03-3624-5403
分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人立志舎 平成10年10月30日 塚原　一功
〒130-8565　東京都墨田区錦糸1-2-1

（電話）

京都公務員＆ＩＴ会計
専門学校

平成16年9月22日 後藤　雅志
〒600-8216　京都府京都市下京区東洞院通七条下る東塩小路町719番6

（電話） 075-351-7431

（別紙様式４）

令和5年6月26日※１
（前回公表年月日：令和4年6月20日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地



（留意事項）
１．公表年月日（※１）
最新の公表年月日です。なお、認定課程においては、認定後１か月以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度７月末を基準日として最新の情報を反映
した内容を公表することが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた告示日以降の日付を記入し、前回公表年月日は空欄としてください

２．就職等の状況（※２）
 「就職率」及び「卒業者に占める就職者の割合」については、「文部科学省における専修学校卒業者の「就職率」の取扱いについて（通知）（２５文科生第５９６号）」に留意
し、それぞれ、「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」又は「学校基本調査」における定義に従います。
（１）「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」における「就職率」の定義について
①「就職率」については、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者で除したものをいいます。
②「就職希望者」とは、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の進路として「進学」「自営業」「家事手伝い」「留
年」「資格取得」などを希望する者は含みません。
③「就職者」とは、正規の職員（雇用契約期間が１年以上の非正規の職員として就職した者を含む）として最終的に就職した者（企業等から採用通知などが出された者）をい
います。
※「就職（内定）状況調査」における調査対象の抽出のための母集団となる学生等は、卒業年次に在籍している学生等とします。ただし、卒業の見込みのない者、休学中の
者、留学生、聴講生、科目等履修生、研究生及び夜間部、医学科、歯学科、獣医学科、大学院、専攻科、別科の学生は除きます。
（２）「学校基本調査」における「卒業者に占める就職者の割合」の定義について
①「卒業者に占める就職者の割合」とは、全卒業者数のうち就職者総数の占める割合をいいます。
②「就職」とは給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就くことをいいます。自家・自営業に就いた者は含めるが、家事手伝い、臨時的な仕事に就いた者は就職
者とはしません（就職したが就職先が不明の者は就職者として扱う）。
（３）上記のほか、「就職者数（関連分野）」は、「学校基本調査」における「関連分野に就職した者」を記載します。また、「その他」の欄は、関連分野へのアルバイト者数や進
学状況等について記載します。

３．主な学修成果（※３）
認定課程において取得目標とする資格・検定等状況について記載するものです。①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの、②国家資格・検定のうち、修了と
同時に受験資格を取得するもの、③その他（民間検定等）の種別区分とともに、名称、受験者数及び合格者数を記載します。自由記述欄には、各認定学科における代表的
な学修成果（例えば、認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等）について記載します。



種別
①

③

　　　開催回数：年2回（8月、12月）
（開催日時）

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況
 ①「アルゴリズムの学習は座学で終わらず、実際にプログラミングを通じて学習するのが最も効果的であり、プログラミン
グ実習は力を入れて行っていってほしい」との意見に対応するため、テックフルというサービスを利用して様々なプログラミ
ングに挑戦した。テックフルは、問題の難易度や解答に要した時間によってスコアが割り振られ、そのスコアの順位がラン
キング化されるため、クラスメイトと競い合いながら積極的に取り組むことができた。

②IT関連の学習に力を入れるとともに、簿記や税務など経理系の知識があれば社会では重宝されるとの意見を頂戴した
が、情報システムコースは、カリキュラムに簿記がないため、希望者を対象に放課後の時間を利用して日商簿記検定3級
に向けた対策講座を実施した。基本的な仕訳から決算整理、P/L・B/Sの作成などを学習した。

　※委員の種別の欄には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

第19回　令和4年8月23日（火）　　京都委員会　16：00～17：00
第19回　令和4年9月27日（火）　　本委員会　  10:00～11：45
第20回　令和4年12月21日（水）　京都委員会　11：00～12：00
第20回　令和5年1月31日（火）　　本委員会　  10:00～11：35

友　貞　　将　太 京都IT会計法律専門学校　教務部　主任 令和5年4月1日～令和6年3月31日

令和5年6月10日現在

名　前 所　　　属 任期
木　田　　徳　彦　氏 一般社団法人ソフトウェア協会　理事 人材委員会　副委員長 　 令和5年4月1日～令和6年3月31日

西　村　　碧　氏

田　上　　勝

株式会社フィットワークス　インフライノベーション第二事業部

学校法人立志舎　教務部　関西本部長

令和5年4月1日～令和6年3月31日

令和5年4月1日～令和6年3月31日岡　田　　俊　介 京都IT会計法律専門学校　教務部　課長代理

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針

企業・業界団体等との連携により、必要となる最新の知識・技術・技能を反映するため、企業・業界団体からの意見を十分
にいかし、カリキュラムの改善等の教育課程の編成を定期的に行う。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
１　教育課程編成委員会を「ＩＴ」「会計」「法律」「ビジネス」「動物」それぞれの分野について各校ごとに組織する。教育課程
編成委員会は業界関係者、有識者、学園職員で構成する。
２　カリキュラム作成委員会を「ＩＴ」「会計」「法律」「ビジネス」「動物」それぞれの分野ごと学校ごとに設置する。カリキュラ
ム作成委員会は関連する学校・関連する学科ごとの責任者全員で構成する。
３　カリキュラム作成委員会において教育課程を作成する。
４　カリキュラム作成委員会において作成した教育課程を教育課程編成委員会学園全体会および各学校・各学科ごとの
分科会において検討を行う。
５　教育課程編成委員会は、カリキュラム改善への意見をカリキュラム作成委員会に提言する。
６　カリキュラム作成委員会は、その意見を組織としてカリキュラムの改善を検討吟味し決定する。
７　カリキュラム作成委員会は、教育課程編成委員会の意見を十分に生かし、カリキュラム改善等の教育課程の作成を定
期的に行う。
（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

後　藤　　雅　志 京都公務員＆IT会計専門学校　校長 令和5年4月1日～令和6年3月31日

令和5年4月1日～令和6年3月31日



卒業システム開発

本学園での集大成として、グループワークによるシステム構築
実習を行う。ユーザ（指導者）から要求を聞き出し、企画書や設
計書などのドキュメント作成から、開発、テストまでを行い、ユー
ザに対してプレゼンテーションを行う。

株式会社ｲﾝﾌｫﾃｯｸｻｰﾌﾞ

システム開発演習Ⅰ
企業と連携しながら、システムを開発するために必要となる基本
的なドキュメント、ソースコードの作成方法について必要となる知
識を修得する。

株式会社ｲﾝﾌｫﾃｯｸｻｰﾌﾞ

システム開発演習Ⅱ
企業と連携しながら、ドキュメントの作成やＪａｖａ言語を用いた
ソースコードを作成、テスト、レビューを行うことで、より実践的に
システム開発の一連の流れや必要となる知識を修得する。

株式会社ｲﾝﾌｫﾃｯｸｻｰﾌﾞ

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

プレゼンテーション演
習

企業担当者から与えられる課題をグループワークによって解決
し、その成果を動画やスライドを使って、プレゼンテーションす
る。

株式会社MOUNTEDGE

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
ＩＴ関連産業の中にあって、特定の分野に偏ることなく、最新の業界全体の動向を把握し得る業界団体または企業を選定し
連携した授業を行う。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容

職業教育を通じ自立した職業人を育成し社会や職業へ円滑に移行させること。
1.専攻分野に係る就業先の研究を行い、業界や職種の知見を広め学生の職業観を育む。
2.システム開発工程を実体験することで、IT業界の仕事のイメージを具体化して実践力を身につける。
3.内容
　「システム開発演習Ⅰ」「システム開発演習Ⅱ」「卒業システム開発」　Javaによる注文受付業務システムの開発演習
　「システム開発Ⅰ」　システム概要とMVCアーキテクチャの講義
　「就職ゼミナールⅠ」　IT業界と期待される人材像
　「プレゼンテーション演習Ⅰ」　効果的なプレゼンテーション
　「システム開発Ⅱ」　専攻分野（システム・ソフトウェア開発業界）に係る就職先の研究を行い、学生の職業観を育むことを
目的とする。
4.評価　成績評価に関しては、担当教師と企業が連携して行うこととする。

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。



  研修名：「人権教育研修会」　　　（連携企業：京都府私立専修・各種学校）
  研修期間：令和5年12月    　　　　　対象：京都ＩＴ会計法律専門学校　ITビジネス学科担当教員
  研修内容：人権教育の動向と今後の課題、人権の歴史から学ぶ予定

②指導力の修得・向上のための研修等

研修名「Adobe Education Forum Online2022　～未来をつくる教育のDX～」
（連携企業：京都精華大学　メディア表現学部教授　鹿野　利春氏、文部科学省ICT活用教育アドバイザー　平井　聡一
郎氏）
研修期間：令和4年8月3日（水））　　　　対象：京都公務員＆ＩＴ会計専門学校　ITビジネス学科担当教員
研修内容：Society5.0に向けた学校教育の変革、令和の日本型学校教育について、GIGAスクールで実現する創造的な
学びについて、PBL（Project Based Learning）による課題解決型学習について　など

②指導力の修得・向上のための研修等

（３）研修等の計画

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針

ＩＴ関連の技術は日々進化しており、ＩＴの専門知識・技術を教育する本学の教員も実社会で利用されている実践的な技術
を修得する必要がある。そして修得した知識を常に情報処理教育に活かすことを目的として教員研修規程に従い、定期的
に研修・研究を行う。なお、授業および学生に対する指導力等の修得・向上のための研修等も定期的に行っていく。

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

　 研修名：「しない！させない！見逃がさない！～ハラスメントのリスク～」　　　（連携企業：京都人権擁護委員協議会）
　 研修期間：令和4年12月20日（火）　　　　対象：京都公務員＆ＩＴ会計専門学校　ＩＴビジネス学科担当教員
　 研修内容：人権侵害としてのハラスメントについて、労働施策総合推進法の改正について、ハラスメントの6類型につい
て、企業・組織に求められる仕組について

①専攻分野における実務に関する研修等
  研修名：「第8回　関西ICT展」
  研修期間：令和5年8月3日（木）・4日（金）　　対象：京都ＩＴ会計法律専門学校　ITビジネス学科担当教員
  研修内容：ICTで教育力を高めるため、現場で使えるICT活用事例などを学ぶ予定



（７）学生の受入れ募集

・学生募集活動は、適正に行われているか。
・学生募集活動において、教育成果は正確に伝えられているか。
・学納金は妥当なものとなっているか。

（５）学生支援

・進路・就職に関する支援体制は整備されているか。
・学生相談に関する体制は整備されているか。
・学生の経済的側面に対する支援体制は整備されているか。
・学生の健康管理を担う組織体制はあるか。
・課外活動に対する支援体制は整備されているか。
・学生寮等の学生の生活環境への支援は行われているか。
・保護者と適切に連携しているか。
・高校・高等専修学校等との連携によるキャリア教育・職業教育の取り
組みが行われているか。

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（１）教育理念・目標

・理念、目的、育成人材像は規定されているか。
・学校における職業教育の特色は何か。
・理念、目的、育成人材像、特色などが学生、保護者に周知されている
か。
・各学科の教育目標、育成人材像は、学科等に対応する業界のニー
ズに向けて方向づけられているか。

（２）学校運営

・目的等に沿った運営方針が策定されているか。
・運営組織や意思決定機能は規則等において明確化されているか、有
効に機能しているか。
・人事、給与に関する制度は整備されているか。
・教務、財務等の組織整備など意思決定組織は整備されているか。
・業界や地域社会に対するコンプライアンス体制が整備されているか。
・教育活動に関する情報公開が適切になされているか。
・情報システム化等による業務の効率化が図られているか。

（６）教育環境

・施設・設備は、教育上の必要性に十分対応できるよう整備されている
か。
・防災に対する体制は整備されているか。

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表しているこ
と。また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針

学校運営に関し、自己点検・自己評価委員会でまとめた評価および改善計画が適切であるか検証するため学校関係者評
価委員会を設置する。学校関係者評価委員会は原則として年1回開催する。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

（３）教育活動

・教育理念等に沿った教育課程の編成・実施方針等が策定されている
か。
・教育理念、育成人材像や業界ニーズを踏まえた教育機関として修
業・年限に対応した教育到達レベルや学習時間の確保は明確にされ
ているか。
・学科等のカリキュラムは体系的に編成されているか。
・キャリア教育、実践的な職業教育の視点に立ったカリキュラムや教育
方法の工夫・開発などが実施されているか。
・授業評価の実施・評価体制はあるか。
・成績評価・単位認定の基準は明確になっているか。
・資格取得の指導体制、カリキュラムの中での体系的な位置づけはあ
るか。
・人材育成目標に向け授業を行うことができる要件を備えた教員を確
保しているか。
・職員の能力開発のための研修等が行われているか。

（４）学修成果

・就職率の向上が図られているか。
・資格取得率の向上が図られているか。
・退学率の低減が図られているか。



種別
業界関係者
業界関係者
業界関係者
業界関係者
業界関係者

URL:http:s//www.kyoto-kaikeihoritsu.ac.jp
公表時期：会議終了後１か月以内

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　）　　　）
（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期

（３）学校関係者評価結果の活用状況

（８）財務

・中長期的に学校の財政基盤は安定しているといえるか。
・予算・収支計画は有効かつ妥当なものになっているか。
・財務について会計監査が適正に行われているか。
・財務情報公開の体制整備はできているか。

（９）法令等の遵守

・法令、専修学校設置基準等の遵守と適正な運営がなされているか。
・個人情報に関し、その保護のために対策がとられているか。
・自己評価の実施と問題点の改善に努めているか。
・自己評価結果を公開しているか。

（１０）社会貢献・地域貢献

・学校の教育資源や施設を活用した社会貢献・地域貢献を行っている
か。
・学生のボランティア活動を奨励、支援しているか。
・地域に対する公開講座・教育訓練（公共職業訓練等）の受託等を積
極的に実施しているか。

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（１１）国際交流 評価していない。

　学校運営に関し、自己点検・自己評価委員会でまとめた評価および改善計画が適切であるか検証するため年１回学校
関係者評価委員会を開催し本学の関係者である企業等の役員、職員の方から指摘を受けた点について次の改善をして
きた。
　学生の理解度、満足度を確認するため授業評価アンケートを実施し授業の改善を行った。また、本学の学費支援とし
て、経済的理由による修学支援奨学生制度を新たに設けた。
　人事や給与に関する制度について採用制度、昇進・昇給制度、賃金制度の概要を整備しより明確なものとした。
　なお、委員会の中で企業役員の方から「立志舎の卒業生が何人もいるがとても働きぶりが良い。良い学生をこれからも
送ってほしい。」との声もあり、今後も社会で活躍できる学生を輩出できるように努めていく。
　会計学科に関して「難関の国家試験や検定試験に現役合格者を輩出していることは素晴らしいことであり、今後も継続し
てほしい。」との意見を頂き今後も簿記検定や会計士、税理士試験という難関試験に果敢に挑むチャレンジ精神を持った
人材を育成し、現役合格者を輩出していく。
（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

中川　恵　氏 京都府警察　向日町警察署　警務課　警務係 令和５年4月1日～令和６年3月31日

　　　令和5年5月22日現在

名　前 所　　　属 任期
後藤　孝祐　氏 防衛省自衛隊京都地方協力本部京都地区隊長 令和５年4月1日～令和６年3月31日

志萱　仁　氏 日本情報産業株式会社　西日本支社　システム部 令和５年4月1日～令和６年3月31日

谷口　陽亮　氏 谷口税理士事務所　所長　税理士 令和５年4月1日～令和６年3月31日

山出　隆太　氏 滋賀県立彦根工業高等学校　事務室 令和５年4月1日～令和６年3月31日



（１）学校の概要、目標及び計画
学校の教育方針、特色（ホームページ）
校長名、所在地、連絡先（ホームページ）
学校の沿革、歴史（ホームページ）

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況
に関する情報を提供していること。」関係

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針

企業等の関係者が本学全般について理解を深めるとともに、企業等の関係者との連携および協力の推進に資するため、
本学の教育活動その他の学校運営の状況に関する情報を提供する。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

学生相談室・就職相談室の設置（ホームページ）

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法
方法：ホームページ
URL:httpｓ://www.kyoto-kaikeihoritsu.ac.jp

（７）学生納付金・修学支援
学生納付金の取り扱い（ホームページ）
活用できる経済的支援措置の内容（ホームページ）

（８）学校の財務 資金収支計算書、消費収支計算書、貸借対照表（ホームページ）

（９）学校評価
自己点検評価報告書（ホームページ）
学校関係者評価報告書（ホームページ）

（１０）国際連携の状況 なし

（１１）その他 なし

（２）各学科等の教育

設置学科、募集定員（ホームページ）
目指す資格、検定等（ホームページ）
資格取得、検定試験の実績（ホームページ）
主な就職先（ホームページ）

（３）教職員 教職員数（ホームページ）

（４）キャリア教育・実践的職業教育 就職支援等の取り組み支援（ホームページ）

（５）様々な教育活動・教育環境
学校行事への取り組み状況（ホームページ）
課外活動（ホームページ）

（６）学生の生活支援
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○
就職ゼミナー
ルⅠ

卒業後の進路選択を考える前段階として、職業について
の考え方、企業研究や自己分析の仕方を学び、企業と連
携した授業を行う。また、社会人として必要とされる基
本的なものの見方や考え方、行動の仕方を理解し、礼
儀・マナーについても学ぶ。

1
後

80 △ ○ ○ ○ ○

○
就職ゼミナー
ルⅡ

卒業後の進路選択を行う段階として、進むべき業界及
び職種の研究を行う。また、面接試験演習やグループ
ディスカッション、パソコン演習を通して、どのように
発言すれば趣旨を伝えることができるのかなどの伝達方
法や表現方法について学習する。

2
前

80 △ ○ ○ ○

○ 時事研究Ⅰ
最新の時事問題についての理解を深めるために、

「キーワード」項目に注目して、各項目について解説、
問題点、展望、関連用語等を考察する。

2
前

80 △ ○ ○ ○

○
就職ゼミナー
ルⅢ

卒業後の就職に向けて、実務能力を身に着けるた
め、税理士にをる年末調整、確定申告の学習、社
会保険労務士による社会保険、年金、労働法務に
関する学習、司法書士による会社設立登記等の学
習を行う。さらに、社会人に必要な基礎学力を身
に着ける。

２
後

20 △ ○ ○ ○ ○

○
就職ゼミナー
ルⅣ

授業で勉強した能力を実務と結びつけるため、税
務署等の職員によるＥｔａｘや消費税の課税分類
等について授業を行い実務能力を身に着ける

２
後

20 △ ○ ○ ○

○ 就職セミナー

卒業後の進路選択を考える前段階として、日々の学生
生活を有意義なものとする意識の高揚を目指す。特に、
社会人として必要とされる基本的なものの見方や考え
方・行動の仕方を理解を深め、礼儀・マナーの修得、面
接練習等を行う。

1
前

20 △ ○ ○ ○ ○

○ 企業研究

就職活動に伴う企業研究として、実際に活躍している各
業界を代表する人事担当者より、会社の特徴や仕事内
容、採用試験、企業の求める人物像などについて講演を
していただき、実際の仕事概要等を深く理解することに
より、今後の就職活動に向けて自ら考え、行動する力を
養成する。

1
後

20 △ ○ ○ ○

○
ビ ジ ネ ス マ
ナー

社会人と学生の違い、チームワークの重要性を理解し、
組織人としての自覚を醸成する。デザイン思考の意識を
構築し、プレゼンテーションスキルの向上を図る。

2
後

40 △ ○ ○ ○ ○

○ 表計算演習
ビジネスソフトであるMicrosoft Excel、Wordの基本機

能と操作方法を学習し、集計表やグラフ、文書の作成が
できるようにする。

1
前

80 △ ○ ○ ○

○ 経営戦略Ⅰ

代表的な経営情報分析手法について学習し、経営戦略
に関する基本的な考え方を理解する。ＩＴが企業の経営
戦略に重要な影響を与えることの意義を説明できること
を目標とする。

1
前

80 △ ○ ○ ○

○
情報システム
Ⅰ

さまざまな業界における情報システムの設計・開発・
構築・運用について、各種の問題を演習し、開発者と利
用者の両面で効率的に活用できる技術を身につけること
を目標とする。

1
前

80 △ ○ ○ ○

授業科目等の概要

（商業実務専門課程ITビジネス学科）令和5年度
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携



○
情報システム
Ⅱ

さまざまな業界における情報システムの設計・開発・
構築・運用について、各種の問題を演習し、開発者と利
用者の両面で効率的に活用できる技術を身につけること
を目標とする。

1
後

80 △ ○ ○ ○

○ Ｃ言語
Ｃ言語の文法及び基本構造についてプログラミングを行

いながら学習する。
1
前

80 △ ○ ○ ○

○ JavaⅠ
Ｊａｖａ言語の文法及び基本構造についてプログラミ

ングを行いながら学習する。
2
前

80 △ ○ ○ ○

○ JavaⅡ
Ｊａｖａ言語の実践的な使い方についてプログラミン

グを行いながら学習する。
2
後

80 △ ○ ○ ○

○
コンピュータ
システムⅠ

コンピュータシステムにおける理論や技術を理解し、
業務改善におけるシステム化にて、これらを総合的に活
用できる知識を身につけることを目標とする。

1
後

80 △ ○ ○ ○

○
コンピュータ
システムⅡ

コンピュータシステムにおける理論や技術を理解し、
業務改善におけるシステム化にて、これらを総合的に活
用できる知識を身につけることを目標とする。

2
前

80 △ ○ ○ ○

○
コンピュータ
システムⅢ

コンピュータシステムにおける理論や技術を理解し、
業務改善におけるシステム化にて、これらを総合的に活
用できる知識を身につけることを目標とする。

2
後

80 △ ○ ○ ○

○
システム開発
Ⅰ

企業と連携しながら、システム開発全体の理解やアル
ゴリズム、データベースなどの知識を習得する。また、
グループ学習を通じて、コミュニケーション能力を向上
させる。

1
後

40 △ ○ ○ ○ ○

○
システム開発
Ⅱ

企業と連携して、ＩＴ業界やシステムエンジニアの仕
事について理解する。また、グループ学習を通じて、コ
ミュニケーション能力を向上させる。

1
後

40 △ ○ ○ ○ ○

○
システム開発
演習Ⅰ

企業と連携しながら、システムを開発するために必要
となる基本的なドキュメント、ソースコードの作成方法
について必要となる知識を習得する。

2
後

40 △ ○ ○ ○ ○

○
システム開発
演習Ⅱ

企業と連携しながら、ドキュメントの作成やＪａｖａ
言語を用いたソースコードの作成、テスト、レビューを
行うことで、より実践的にシステム開発の一連の流れや
必要となる知識を習得する。

2
後

40 △ ○ ○ ○ ○

○
システム設計
Ⅰ

情報システム開発の業務プロセスを概観し、各開発プ
ロセスを理解し活用できる知識を身につけることを目標
とする。

1
前

80 △ ○ ○ ○

○
システム設計
Ⅱ

プロセス中心アプローチ、データ中心アプローチ、オ
ブジェクト指向アプローチ等の各種設計について応用知
識を学習する。

2
前

80 △ ○ ○ ○

○
ソフトウエア
Ⅰ

各種ソフトウエア、データベース、テータ構造とアル
ゴリズムの基本事項について学習する。

1
前

80 △ ○ ○ ○



○
ソフトウエア
Ⅱ

各種ソフトウエア、データベース、テータ構造とアル
ゴリズムについて、応用知識を身につける。

1
後

80 △ ○ ○ ○

○
ソフトウエア
Ⅲ

ソフトウエア全般、テータ構造とアルゴリズム、ネッ
トワークアーキテクチャ、各種のセキュリティ技術につ
いて、応用知識を身につける。

2
前

80 △ ○ ○ ○

○
ハードウエア
Ⅰ

コンピュータで扱われる数値や文字の取り扱い、コン
ピュータを構成する各種装置、ネットワーク技術の基本
事項について学習する。

1
前

80 △ ○ ○ ○

○
ハードウエア
Ⅱ

ハードウェア関連技術、アーキテクチャ、パフォーマ
ンスについて学習する。

1
後

80 △ ○ ○ ○

○
ハードウエア
Ⅲ

アーキテクチャ、パフォーマンス、ネットワーク技
術、セキュリティ技術について応用知識を学習する。

2
前

80 △ ○ ○ ○

○
ホームページ
作成

Ｗｅｂクリエイター能力認定試験初級レベルのＨＴＭ
Ｌ及びＣＳＳの正しいコードを記述し、基礎的なＷｅｂ
サイトを製作できる能力を養う。

1
後

80 △ ○ ○ ○

○ 情報管理Ⅰ

コンピュータシステムにおけるＩＴ用語や理論・技術
を理解し、業務改善におけるシステム化にて、これらを
総合的に活用できる知識を身につけることを目標とす
る。

1
前

40 △ ○ ○ ○

○ 情報管理Ⅱ

コンピュータシステムにおけるＩＴ用語や理論・技術
を理解し、業務改善におけるシステム化にて、これらを
総合的に活用できる知識を身につけることを目標とす
る。

1
後

40 △ ○ ○ ○

○ 情報管理Ⅲ

コンピュータシステムにおけるＩＴ用語や理論・技術
を理解し、業務改善におけるシステム化にて、これらを
総合的に活用できる知識を身につけることを目標とす
る。

2
前

40 △ ○ ○ ○

○ 総合演習Ⅰ

さまざまな業界における情報システムの設計・開発・
構築・運用について、各種の事例を分析し、開発者と利
用者の両面で効率的に活用できる技術を身につけること
を目標に総合的な問題演習を行う。

1
後

40 ○ ○ ○

○ 総合演習Ⅱ

さまざまな業界における情報システムの設計・開発・
構築・運用について、各種の事例を分析し、開発者と利
用者の両面で効率的に活用できる技術を身につけること
を目標に総合的な問題演習を行う。

2
前

40 ○ ○ ○

○ 総合演習Ⅲ

さまざまな業界における情報システムの設計・開発・
構築・運用について、各種の事例を分析し、開発者と利
用者の両面で効率的に活用できる技術を身につけること
を目標に総合的な問題演習を行う。

2
後

40 ○ ○ ○

○ 総合講座

さまざまな業界における情報システムの設計・開発・
構築・運用について、各種の事例を分析し、開発者と利
用者の両面で効率的に活用できる技術を身につけること
を目標に総合的な問題演習を行う。

1
前

40 ○ ○ ○

○ TCP/IP演習

セキュリティ実習では、疑似環境でセキュリティ攻撃
を行うことで脅威を体験的に理解する。ネットワーク実
習では、Cisco機器にネットワークの設定を行うことで、
実務能力を習得することを目標とする。セキュリティと
ネットワークに関する講義と演習を行う。

1
後

80 ○ ○ ○



○
科目A試験対
策

基本情報履修講座の修了認定試験受験にあたり必要となる
テクノロジ、マネジメント、ストラテジの分野の問題演習を行
い、知識の定着を図る。

1
後

40 ○ ○ ○

○
情報セキュリ
ティマネジメ
ントⅠ

情報セキュリティ技術と情報セキュリティ管理に関す
る知識を学習し、基本的な知識を習得する。

1
後

80 ○ ○ ○

○
オブジェクト
指向基礎

オブジェクト指向の基本概念を理解し、オブジェクト
指向の仕組みや擬似言語での表現方法について学ぶ。

1
後

40 ○ ○ ○

○
ビ ジ ネ ス マ
ナー

ビジネスマナーの基本的な知識とスキルを習得し、入社
に向けての不安解消と入社後のイメージを明確にする。
また、社会人と学生の違い、組織人としての自覚を醸成
する。

2
後

80 ○ ○ ○

○ 情報分析演習
データや情報を適切に分析・加工することは必要不可

欠なものであり、こうした情報分析力を高め、データや
情報をビジネスに活用するためのスキルを習得する。

2
後

80 ○ ○ ○ ○

○ 文書表現演習
Microsoft Wordの基本機能と操作方法を講義・演習

し、文書作成と管理ができるようにする。
2
前

80 ○ ○ ○

○
プレゼンテー
ション演習

Microsoft PowerPointの基本機能と操作方法および発
表方法を講義・演習し、効果的なプレゼンテーション資
料の作成ができるようにする。

2
後

80 ○ ○ ○ ○

○ Ｗｅｂ制作Ⅰ
マルチメディア技術習得において重要なＷｅｂデザイ

ンの技術を学ぶ。
2
後

40 △ ○ ○ ○

○ ＩＴ活用技術

ハードウェア、ソフトウェアに関する知識と、コン
ピュータシステム開発に関わるマネジメント手法、コン
ピュータを取り巻く環境及び関連知識について演習し、
国家試験合格のための基礎知識を修得する。

1
後

80 △ ○ ○ ○

○
ＩＴ活用技術
演習

ハードウェア、ソフトウェアに関する知識と、コン
ピュータシステム開発に関わるマネジメント手法、コン
ピュータを取り巻く環境及び関連知識について繰返し演
習し、国家試験合格を目指す。

2
前

80 ○ ○ ○

○ テクノロジ

コンピュータで扱われる数値や文字の取り扱い、コン
ピュータを構成する各種装置、ネットワーク技術及び各
種ソフトウエア、データベース、アルゴリズム及びシス
テム開発の基本事項について学習する。

1
前

80 △ ○ ○ ○

○ 商業簿記Ⅰ
簿記の目的や意味を理解し、企業の仕組みと合わせて

複式簿記の基礎を学習し、実務的な能力と簿記技能の習
得を目指す。

1
前

80 △ ○ ○ ○

○ 税務会計Ⅰ
所得税の体系、法概念及び応用的な税額算定方法につ

いて学び、検定試験の合格を目指す。その他の税法も学
ぶ。

2
前

80 △ ○ ○ ○

○ 税務会計Ⅱ
消費税の体系、法概念及び基本的な税額算定方法を学び、

検定試験の合格を目指す。
2
後

80 △ ○ ○ ○



○ 工業簿記Ⅰ
製造業を営む工企業における製造活動の仕組みを学習し、

経営者が経営計画の意思決定等を行うための基礎資料作成
を中心に、工業簿記技能の習得を目指す。

1
後

80 △ ○ ○ ○

○
工業簿記演習
Ⅰ

工業簿記の勘定体系、費目別計算までの基本的な仕訳及
び勘定記入の演習を繰り返し実施し、工業簿記技能の習得を
目指す。

1
後

80 △ ○ ○ ○

○ 商業簿記Ⅱ
企業の財政状態や経営成績を利害関係者に報告するため

の財務諸表の作成を中心に学習し、簿記技能の中級程度の
習得を目指す。

1
前

80 △ ○ ○ ○

○
商業簿記演習
Ⅰ

企業の財務内容を利害関係者に報告するために行うための
会計問題について演習を繰り返し実施し、簿記技能の中級の
習得を目指す。

1
前

40 △ ○ ○ ○

○
商業簿記演習
Ⅱ

株式会社会計の決算整理事項の処理方法について学習
するとともに、簿記の目的である財政状態及び経営成績
を明らかにするための貸借対照表や損益計算書など財務
諸表作成を演習する。

1
後

80 △ ○ ○ ○

○ 簿記演習Ⅰ
商業簿記の各種取引の処理と決算処理、財務諸表の作成
及び工業簿記の一連の流れと各種原価計算及び財務諸表
の作成を修得し、検定試験合格を目指す。

1
後

80 ○ ○ ○

○ 簿記演習Ⅱ
商業簿記の各種取引の処理と決算処理、財務諸表の作成
及び工業簿記の一連の流れと各種原価計算及び財務諸表
の作成を修得し、検定試験合格を目指す。

1
後

80 ○ ○ ○

○
小売業の類型
Ⅰ

流通における小売業の役割、形態別の小売業の役割や
チェーンストア等の仕組みについて理解する。

2
前

40 △ ○ ○ ○

○
マーチャンダ
イジングⅠ

商品の構成、評価、ブランド、サービスについての基
礎的な知識及び、販売員と商品知識の関係について学
ぶ。

2
前

40 △ ○ ○ ○

○
ス ト ア オ ペ
レーションⅠ

店舗経営（ストアオペレーション）の基本的役割を理
解し、受発注業務及び包装、ワークスケジューリング等
の基本的知識を学ぶ。

2
前

40 △ ○ ○ ○

○
マーケティン
グⅠ

マーケティング活動における販売情報とその活用につ
いて学び、また、販売促進の原理とその展開についても
学ぶ。

2
前

40 △ ○ ○ ○

○
販売経営管理
Ⅰ

販売員の接客マナー、小売業に関する主な法令、販売員
に求めれれる実務的計算、金券等の取扱いについて学
ぶ。

2
前

20 △ ○ ○ ○

○
FPライフプラ
ンニングと資
金計画

FPの仕事、プランニングの方法、社会保障、年金につい
ての学習

2
前

20 △ ○ ○ ○

○ FPリスク管理
保険の基礎、生命保険、損害保険および第三分野の保険
の学習

2
前

20 △ ○ ○ ○



○
FP金融資産運
用

経済の基本、金融商品および金融商品と税金について学
習

2
前

20 △ ○ ○ ○

○
FPタックスプ
ランニング

所得税のしくみ、所得税の計算と控除・申告と納付及び
個人住民税につて学習

2
前

20 △ ○ ○ ○

○ FP不動産 不動産の取引、法令、税金および有効活用について学習
2
前

20 △ ○ ○ ○

○
FP相続・事業
承継

相続に概要、相続税、贈与税および財産評価について学
習

2
前

20 △ ○ ○ ○

○
FP資産設計提
案業務

金融資産、不動産、相続・贈与、ライフプランニング、
年金、タックス（税金）などが幅広く含まれます。お金
と暮らしに関わる幅広い知識の実技学習

2
前

60 △ ○ ○ ○

○
個人資産相談
業務

金融資産、不動産、相続・贈与、ライフプランニング、
年金、タックス（税金）などが幅広く含まれます。お金
と暮らしに関わる幅広い知識の実技学習

2
前

60 △ ○ ○ ○

○
卒業研究シス
テム開発

本学園での学習の集大成として、グループワークによ
るシステム構築実習を行う。企業と連携してユーザ（指
導者）から要求を聞き出し、企画書や設計書などのド
キュメント作成から、開発、テストまでを行い、ユーザ
に対してプレゼンテーションを行う。

2
後

160 ○ ○ ○ ○

○ 卒業研究
本学園での学習の集大成として、就職先の業界研究な

ど学生がテーマを考え論文を作成する。
2
後

160 ○ ○ ○

　75　　科目

（留意事項）
１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

合計 4660 単位時間( 233単位)

卒業要件及び履修方法 授業期間等
卒業要件：成績評価において合格した科目の授業時間数の合計が1,720単位時間
以上になること。
履修方法：コース選択により履修科目が決定する。

１学年の学期区分 2期

１学期の授業期間 20週


